
北海道水産林務部林務局林業木材課

【令和３年２月１７日 意見交換会資料】

【情報提供の内容】
１． 木質バイオマス（発電燃料材・製紙原料材）の現状と課題
２． 木質バイオマスの安定供給に向けた北海道の取組



１．１ 北海道の森林
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○ 北海道の森林面積は 554万haで、全国の森林面積の約 1/4
○ 全国に比べて、天然林が豊かであることが特徴となっています
○ 所有形態別では、国や道、市町村の公的機関所有の割合が高くなっています
○ 人工林の蓄積が増加し利用期を迎えています

＜所有別森林面積の割合＞

＜種類別森林面積の割合＞

１資料：森林・林業統計要覧2017（林野庁）、
平成27年度北海道林業統計（北海道）

30%

5%
7%

58% 55%

11%

6%

28%

国有林

都道府県有林

市町村有林

その他民有林

外円：北海道
内円：全国

① 天然林の割合が
高い

① 天然林の割合が
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③ 国有林の割合が
高い

③ 国有林の割合が
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④ 私有林の割合が
低い

④ 私有林の割合が
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② 人工林の割合が
低い

② 人工林の割合が
低い

＜針葉樹人工林の齢級別面積＞
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⑤ 人工林資源が利用期を迎えている
（カラマツの８割、トドマツの６割）

⑤ 人工林資源が利用期を迎えている
（カラマツの８割、トドマツの６割）

「植えて育てて、伐って使って、また植える」という基本的な考えに基づき、森林づくりと
森林づくりにより産出される木材の利用を循環的に行う「森林資源の循環利用」を推進

伐採後の確実な再造林を実施す
る「また植える」取組を推進
◆クリーンラーチなどの優れた
苗木の増産
◆造林、下刈りに係る作業の
効率化・軽労化

など

着実な再造林
森林施業の低コスト化の推進など
により木材供給力を向上
◆高性能林業機械と路網の組み
合わせなどによる森林施業低
コスト化
◆森林施業プランナーによる施
業の集約化

など

原木の安定供給体制の構築

地域材の需要拡大等や木材産業
の競争力の強化により地域材の利
用を促進
◆加工・流通体制の整備
◆道産CLTの供給と需要の創出
◆木質バイオマスのエネルギー
利用の促進

など

地域材の利用の促進 林業事業体の育成
森林づくりを担う人材の育成・確保
や経営体質の強化により森林づくり
を支える林業事業体を育成
◆ネットワークづくりによる造林等
の人材の育成・確保
◆林業生産活動を支える人材育
成のあり方の検討

など

森林の整備・保全、林業・木材産業等の健全な発展による
森林の持つ多面的機能の発揮

○ 森林資源の循環利用の推進

２



・「バイオマス」とは、生物資源（bio）の量（mass）を表す言葉であり、「化石燃料を除く、再生可能
な生物由来の有機性資源」のことを呼び、木材からなるバイオマスのことを「木質バイオマス」と
呼びます。
・石油などの化石燃料に比べ、木質バイオマスは循環的に利用できるため、地球温暖化防止の
視点から優れています。
・「木質バイオマス」を利用する際は、発生する場所や状態（水分量や異物の有無など）が異なる
ことから、それぞれの特徴に応じた利用を進めることが必要です。

林地未利用材 立木を伐採して丸太にする過程で発生する枝葉、木の根元や先端部、
伐採後に森林外に搬出されない間伐材等の林地内に残された未利用資源

建設発生木材 建設資材廃材、解体材

製材工場端材 木材の加工時等に発生する端材、樹皮等の残材

１．１ 「木質バイオマス」とは

３

木材の質に応じて、建築材などの付加価値の高いものから、紙や木質ボードなどへ順番に
利用し、これらの加工時に発生した副産物や、低質材・未利用材などをエネルギー利用する
という考え方。
さらに、これまで森林内に残されていた間伐材や追い上げ材などの林地未利用材も、エネ
ルギーとして利用していくことが必要。

ムダなく徹底的に利用

木材のカスケード利用 林地未利用材の利用

１．１ 木質バイオマスのエネルギー利用

４

森林内に残され、
これまでは使われ
ずにいた未利用材
を利用

森林内に残され、
これまでは使われ
ずにいた未利用材
を利用
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１．１ 木質バイオマスエネルギー利用量の推移

利用施設の状況（令和元年度）
◆発電施設 39基 ◆木くず焚ボイラー １２９基 ◆ペレットボイラー 66基

612
123
( 40)

885
442
(334)

1,089
701
(562)

1,181
795
(698)

1,276
691

平成２９年度始期

基本計画の目標

大規模発電施設
の稼動による

増加

※未利用材：間伐材、主伐材、除伐材及び林地残材等が由来となるもの

出典：「木質バイオマスエネルギー利用動向調査（北海道水産林務部林業木材課）」

1,382
850
(721)

令和元年度
未利用材利用量
１位：北海道 ８５０千ｍ３
２位：宮 崎 ５７０千ｍ３
３位：大 分 ４９０千ｍ３

■未利用材
■建設発生木材
■製材工場端材

１．１ 木質バイオマスエネルギーの地域別利用量

地域別エネルギー利用量
(令和元年度実績 単位：千m3)

６

109.9

58.2

32.3

30.7

160.4

287.1

280.3

出典：「木質バイオマスエネルギー利用動向調査（北海道水産林務部林業木材課）」
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渡島・檜山（2.2％）

27.6

空知（2.3％）

61.9

115.5

上川・留萌・宗谷（20.3％）

422.8
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2.0
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24.4
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②
⑦

③

⑧

④

⑤

⑥

⑨

⑪

⑫

⑬

⑭⑮

⑩

⑪ 勇払バイオマス発電所／苫小牧市
⑫ 安平バイオマス発電所／安平町
⑬ 当別森林バイオマス熱電併給施設／当別町
⑭ 網走バイオマス第２発電所／網走市
⑮ 網走バイオマス第３発電所／網走市

１．１ ＦＩＴ関連・木質バイオマス発電施設の現状

７

○専焼
◇混焼

稼働中
稼働予定（建設中）
認定済（建設予定）

◆ 予定されている施設の稼働により、
約１００万m3の需要が発生

◆ 原料を長期にわたって安定的に供給
することが必要

（令和２年(2020年)12月時点）

① 王子グリーンエナジー江別㈱／江別市
② 紋別バイオマス発電所／紋別市
③ 苫小牧バイオマス発電所／苫小牧市
④ 白糠バイオマス発電所／白糠町
⑤ 石狩バイオマス発電所／石狩市
⑥ （合）WS網走バイオマス発電所1号／網走市
⑦ 下川森林バイオマス熱電併給施設／下川町
⑧ 北斗バイオマス発電所／北斗市
⑨ 日本製紙㈱釧路工場／釧路市
⑩ バイオマスエネルギーセンター／津別町

８

１．１ 固定価格買取制度（Feed in Tariff)

バイオ
マス

メタン発酵
ガス

(ﾊﾞｲｵﾏｽ由来）

間伐材等由来の

木質バイオマス
一般木質バイオマス

建設資材
廃棄物

一般廃棄物
その他
バイオマス2,000kW

未満
2,000kW
以上

20,000kW
未満

20,000kW
以上

調達価格
（円／kW） 39円＋税 40円＋税 32円＋税 24円＋税 21円＋税 13円＋税 17円＋税

再生可能エネルギーで発電し

た電気を、電力会社が一定価格

で買い取ることを国が約束する

制度です。

電力会社が買い取る費用を、

電気をご利用の皆様から賦課金

という形で集め、今はまだコス

トの高い再生可能エネルギーの

導入を支えていきます。

調達期間は20年間です。

調達価格（バイオマス関係）

再生可能エネルギー

電力会社など

電気を
ご利用の
皆様

出典）なっとく！再生可能エネルギー 固定価格買取制度｜経済産業省 資源エネルギー庁



９

１．１ 【参考】 固定価格買取制度（Feed in Tariff)

○道内の森林由来「木質バイオマス」の証明に必要な書類

調達区分 該当する主な木質バイオマス

間伐材等由来の
木質バイオマス

（平成２４年経済産業省告示
第139号の表中第12号）

＜ガイドラインに準拠した公的
な証明・分別管理が必要＞

① 間伐材
② ①以外の方法により伐採された木材
以下のア～ウから伐採等される木材が対象
ア 森林経営計画対象森林
イ 保安林・保安施設地区
ウ 国有林野施業実施計画対象森林

例：主伐材、支障木（対象森林由来のものであって、本体工事で伐採・搬
出の経費が見込まれているものを除く）、除伐による木質バイオマス
等

一般木質バイオマス

（同告示の表中第13号）

＜ガイドラインに準拠した証
明・分別管理が必要＞

① 製材等残材
② その他由来の証明が可能な木材
ア 森林からの伐採木材

（例：上記の「間伐材等由来の木質バイオマス」の②ア～ウ以外からの木
材、輸入材）
イ 伐採届等を必要としない木材等
（例：果樹等の剪定枝、ダム流木 等））

建設資材廃棄物
（同告示の表中第14号）

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成十二年法律第百四
号）第２条第２項に規定する建設資材廃棄物

ガイドラインに準拠して証明・分別管理が行われなかった木質バイオマ
スも同様。

○調達区分と該当する木質バイオマス

１０

１．１ 【参考】 固定価格買取制度（Feed in Tariff)
ＦＩＴ制度において「木質バイオマス燃料」として取扱うためには、発電燃料の原料生育地の由来と、
製造・流通過程における分別管理状況を書類で証明することが必要。

流通・製造の過程

生育地の由来

伐採木を直接燃料に加工 製材等
残材

建設資材
廃棄物等間伐 主伐

国
産
材

森
林
由
来

民
有
林

森林経営計画対象森林
（すべての道有林）

① ①

森林経営計画
対象外森林

保安林 ② ③

保安林以外 ④ ⑤

国有林 ⑥ ⑥

森林以外由来・林道支障木など

輸入材

凡例
：証明書＊の連鎖があれば間伐材等由来木質バイオマス、そうでなければ建設資材廃棄物と同等
：証明書の連鎖があれば一般木質バイオマス、そうでなければ建設資材廃棄物と同等
：建設資材廃棄物

＊由来が明確で、適切に分別管理されていることを証明する書類
表中の番号＝木質バイオマスの証明書に添付する必要がある書類(確認書の例)
① 森林経営計画認定書又は事後の伐採届出
② 保安林内間伐届出書
③ 保安林内立木伐採許可決定通知書、保安林内択伐届出書
④ 伐採及び伐採後の造林の届出書
⑤ 伐採及び伐採後の造林の届出書等
⑥ 森林管理署等との売買契約書

○道内の森林由来「木質バイオマス」の証明に必要な書類



１１

１．１ 【参考】 新たな木質バイオマス発電計画への対応
国内の未利用間伐材等を使用燃料とする木質バイオマス発電施設の認定を受ける場合、認定（変
更）申請の前に、都道府県へ「バイオマス燃料の調達及び使用計画」を説明し、燃料となる木材が安
定的に供給されること、既存の用途への影響が少ないことなどについて審査を受けることが必要。

発
電
事
業
者
（
申
請
者
）

北海道経済産業局
資源エネルギー環境部
エネルギー対策課 経済産業省

資源エネル
ギー庁

林野庁
木材利用課

北海道
水産林務部
林業木材課

③ 申請 ④ 進達

⑤
協議⑧ 確認

⑦
回答

⑧ 必要に応じてヒアリング

⑩ 認定

① 事前説明・確認

⑥ 事実確認

②指導・助言

○FIT事業計画認定申請の主な流れ

■申請者
・道（水産林務部林業木材課）に対して「バイオマス燃料
の調達及び使用計画書」の事前説明が必要

■北海道水産林務部林業木材課
・林野庁が示す都道府県のチェックポイント等に基づき、
「計画の妥当性」を審査（指導･助言）。

・概ね妥当と判断できる場合、申請者に対してその旨通知

「バイオマス燃料の調達及び使用計画書」
の主なチェックポイント

・使用予定数量･調達方法
年間調達数量、調達地域等
・チップ等を納入する加工事業者
現状の原材料入荷量と販売先
今後の原材料入荷計画量と販売計画
原材料の確保に向けた方策
・伐出事業者等の供給計画
現状の素材生産量と販売先
今後の素材生産計画量と販売計画
原材料の確保に向けた方策
・木質バイオマス燃料の価格構成
発電所着価格（山元価格、運送料、
チップ等加工費）の根拠
・燃料供給者等関係者との調整状況
協議会、安定供給協定の有無
既存用途事業者への配慮事項等

64

37

51

20

52

198

61

39

46

35

111

83

30

279

※ ｢林地未利用材発生量｣は、林内に発生していると
考えられる数量です。 地形や作業効率等によって、
全量が搬出できているものではありません。 １２

１．１ 【参考】 林地未利用材発生量の推計
道・森林管理局・道総研林業試験場担当者で構成する「森林資源動向調査チーム」において検討
H２４は伐採実績、H３４、H４４は伐採計画に基づき推計。（平成２６年３月）

振興局名 H24 H34 H44
合 計 1,106 1,256 1,414
渡 島 64 80 89
檜 山 37 53 57
後 志 39 62 71
胆 振 61 53 61
日 高 52 71 76
石 狩 20 32 35
空 知 51 58 69
上 川 111 139 155
留 萌 35 46 55
宗 谷 46 69 85

オホーツク 279 284 311
根 室 30 43 48
釧 路 83 76 90
十 勝 198 190 212

発生量分布
イメージ図
（ 千m3 ）

〔主伐･間伐･更新伐〕 ※ 伐採に伴い発生する ｢追い上げ材｣、｢中抜き材｣、｢末木｣など

【利用】 製材・合板・パルプ用材等

【未利用】 追い上げ材 【未利用】 末木（枝条除く）【未利用】 中抜き材（欠点）

〔除伐・伐捨間伐〕 ※ 伐採に伴い発生する幹材部分すべて（枝条を除く）

【未利用】 全量（枝条除く）



１．２ 道内の主な製紙工場

１３

◆ 令和元年度の主要７工場における
道産原料消費量は、約188万m3
（背板を含む）。

◆ このうち、原木の消費量は18万m3。

（令和２年(2020年)12月時点）

王子マテリア
名寄工場

（R3.12生産停止予定）

日本製紙
北海道工場旭川事業所

王子エフテックス
江別工場

（R3.12パルプ生産停止予定）

王子製紙
苫小牧工場

日本製紙
釧路工場

（R3.8生産終了予定）

王子マテリア
釧路工場

日本製紙
北海道工場白老事業所

１．２ 道内製紙工場における原料消費動向

１４
「令和２年度北海道木材需給見通し（北海道水産林務部 令和３年１月公表）」、
「令和元年度北海道木材需給実績（北海道水産林務部 令和3年2月公表）」より作成



１．２ 道内製紙工場における原料消費動向

１５

パルプ用の需要動向（産地・由来・樹種別） 産地・由来・樹種別の需要量推移

「令和２年度北海道木材需給見通し（北海道水産林務部 令和３年１月公表）」、
「令和元年度北海道木材需給実績（北海道水産林務部 令和3年2月公表）」より作成

１．２ 道内における紙・板紙生産量推移

１６

紙・板紙生産量推移（総量）

紙・板紙生産量推移（種類別）

「令和元年度北海道木材需給実績」（北海道水産林務部 令和3年2月公表）

◆ 道内の紙・板紙生産量の６５％を「新聞用紙」と
「情報・印刷用紙」が占めている。

◆ 全国における北海道のシェアは、
新聞用紙：約40％、印刷・情報用紙：10％
その他紙：9％、板紙：5％。



１．２ 【参考】 国内の紙・板紙需要の見通し

１７

「2021年 紙・板紙内需試算報告」（日本製紙連合会 令和3年1月20日公表）

１．２ 【参考】 国内の紙・板紙需要の見通し

１８

「2021年 紙・板紙内需試算報告」（日本製紙連合会 令和3年1月20日公表）



１．２ 【参考】 製紙原料材の市況

１９

道内における製紙パルプ用チップ原料材、チップの市況推移
（樹種別、全道価格 平成２５年４月から令和２年１２月まで）

「木材市況月報（北海道水産林務部林業木材課公表）」より作成

【調査条件】
パルプ用チップ原料材（原木）
・形状：込 ・品等：込 ・仕切場：工場着
山棒チップ
・形状：剥皮 ・仕切場：サイロ下
背板チップ
・形状：剥皮 ・仕切場：サイロ下
【留意事項】
・令和元年５月に調査要領改正（エゾトドＰ原料材の仕切場所を
「土場渡」から「工場着」に変更、エゾトド山棒チップを調査対象に追加）

１．２ 【参考】 木質バイオマス発電所における原料調達動向

２０

道内の発電所における針葉樹チップ調達価格の推移
（未利用・一般木質バイオマス別、平成２９年６月から令和元年１２月まで四半期ごと、運賃込発電所・チップ工場着）

「木質バイオマス燃料の需給動向調査成果報告書（令和２年３月、一社・日本木質バイオマスエネルギー協会）」より
※比較：国内チップ価格は「木材価格統計調査（林野庁）」、輸入チップ価格は「貿易統計（財務省）」、導入容量は「FIT導入容量（資源エネルギー庁）」
※丸太換算率 ：１BDｔ＝２．２m3 （「木材需給表（林野庁企画課）」）

未利用針葉樹
チップ価格
（円/BDｔ）

一般針葉樹
チップ価格
（円/BDｔ）

導入容量
（MW）

道産針葉樹
チップ価格
（円/BDｔ）

道産広葉樹
チップ価格
（円/BDｔ）

輸入チップ価格
青：針葉樹
赤広葉樹
（円/BDｔ）



２１

２．木質バイオマスの安定供給に向けた北海道の取組

林地未利用材の供給拡大に向けた取組方策
① 林地未利用材の集積拠点（中間土場）の設置・共用効果の普及
② 林地未利用材の効率的集荷･搬出・流通事例の普及

加工施設
でチップ化

発電施設で利用

地域の熱利用
施設で利用

山土場
に集積

運 搬

運 搬

運 搬現地チップ化

中間土場に集積
林地

未利用材
を集荷

熱利用施設 発電施設チップ加工施設林地未利用材の集荷

山土場
中間土場

山土場

現地チップ化
チップ化

山土場

山土場

２．１ 低コスト集荷･搬出拠点効果検証事業（R1～R3）

〇これまで林地未利用材の効率的な流通体制の実用化に向けた課題解決策について議論し
た結果、林内に少量分散している林地未利用材を効率的に集荷･搬出･利用するためには、
一時的に集積する拠点が必要であると考えています。
〇このため、地域の林業事業体が共有できる集荷･搬出拠点（中間土場）の最も効果的な
あり方や設置した場合のコスト削減効果などの検証を行っています。

＜検証候補地の条件＞
・ 道内同一地区の２箇所以上の集荷･搬出拠点を選定する。
・ 管理者の有無や山からの距離などの条件において相違し、比較検討する。
・ できる限り多くの林業事業体が利用できるよう配慮して選定する。

＜実施内容＞

実施年度 検証地域 検証内容

R1年度
実施

道南地域
函館市、北斗市、知内町に中間土場を
設置し、道有林や一般民有林で発生す
る林地未利用材の集荷検証を実施

R２年度
実施

北見･網走地域
津別町内の２箇所の中間土場を設置
し、一般民有林で発生する林地未利用
材の集荷検証を実施

R３年度
予定

釧路･根室地域
釧路･根室地域に２箇所以上の中間土場
を設置し、一般民有林等で発生する林
地未利用材の集荷検証を実施予定

２２R1実施：道南地域

R3実施予定：
釧路根室地域

R2実施：
北見･網走地域

【検証実施地域】



２．１ 平成31年度低コスト集荷･搬出拠点効果検証事業

中間土場 搬入先

移動式ﾁｯﾊﾟｰ機で
木くず化して搬出

検証パターンA
（知内町湯ノ里）

検証パターンB
（函館市蛾眉野）

検証パターンC
（北斗市野崎）

港
（函館市浅野町）

木くずでの搬入

ﾄﾗｸﾀ牽引式ﾁｯﾊﾟｰ機で
木くず化して搬出

移動式ﾁｯﾊﾟｰ機で
木くず化して搬出

施業地

各施業地で発生する
林地未利用材を搬出

3地域で実施

町有林
道有林

（福島町）

道有林
（函館市）

民有林
（函館市）

《検証工程》

２３

バイオマス発電所
（苫小牧市）

２．１ 平成31年度低コスト集荷･搬出拠点効果検証事業

２４

《各検証地におけるコスト比較》

検証ﾊﾟﾀｰﾝA 検証ﾊﾟﾀｰﾝB 検証ﾊﾟﾀｰﾝC

（福島・知内） （蛾眉野） （函館・北斗）

林内集積→中間土場
→木くず化→出荷

林内集積→木くず化
→中間土場（管理）→出荷

林内集積→中間土場
→木くず化→出荷

中間土場木くず生産 山土場木くず生産 中間土場木くず生産

モロオカMC6000型 ウッドハッカーMEGA561 MUSMAX 8XL

1.94ℓ/㎥層積 0.09ℓ/㎥層積 0.09ℓ/㎥層積

林内集積・運搬 1,306円/ｔ 1,299円/ｔ 2,425円/ｔ

施業地～中間土場 15.6km 8.7km 33.8km

中間土場内小運搬 546円/ｔ

木くず生産 3,296円/ｔ 1,014円/ｔ 944円/ｔ

中間土場木くず管理 207円/ｔ

中間土場木くず積込 390円/ｔ 801円/ｔ

林内集積から木くず積込計 5,538円/ｔ 3,321円/ｔ 3,369円/ｔ

中間土場から出荷先運搬 3,077円/ｔ 1,441円/ｔ 3,717円/ｔ

運搬距離片道
（中間土場～出荷先）

55.0㎞ 21.3㎞ 245㎞

工程別
単価

作業システム

木くず化機械

チッパー機消費燃料

地　　区



２．１ 平成31年度低コスト集荷･搬出拠点効果検証事業

２５

《最も効果的な中間土場のあり方》
※目標とする中間土場の利活用状況

２．１ 平成31年度低コスト集荷･搬出拠点効果検証事業

２６

《最も効果的な中間土場のあり方》
※目標とする中間土場利活用の運用案



２．１ 令和２年度低コスト集荷･搬出拠点効果検証事業

２７

《検証パターン①》

２．１ 令和２年度低コスト集荷･搬出拠点効果検証事業

２８

《検証パターン②》



２．１ 道有林における中間土場活用事例

中間土場
（函館市蛾眉野町）

人工林主伐跡地

２９
人工林主伐跡地 チップ化作業

林地未利用材集荷状況 運搬船への積込作業

チップヤード

施業地
（渡島東部管理区）

搬入先
（函館港）

２．２ 林地未利用材集荷・搬出 実施事例①

〇岐阜県のバイオマスエナジー東海は、素材生産業者等から森林施業に関する情報を袖手
し、林地残材の集荷について木材集荷事業者、チップ加工業者も含めたネットワークを
構築、コーディネイトすることにより、枝葉、造材端材等の林地残材（D材）を安定
的･効率的に調達

〇地拵えの簡略化に繋がること等から、域内の素材生産事業者は積極的にバイオマスエナ
ジー東海に情報提供

３０

（株）岐阜バイオマスパワー
■１号機（平成26年12月稼働）
出力：6,250KW
木材使用量：約8.8万t/年

■ ２号機（令和2年８月稼働）
出力：
6,250KW
木材使用量：
約8.8万t/年

※約６割が林地残材

素材生産事業者 木材集荷業者
チップ加工業者
（県内１８工場）

集
荷

運
搬

（株）バイオマスエナジー東海

運
搬

コーディネイト

株式会社バイオマスエナジー東海（岐阜県） ★地域関係者と連携した林地残材の集荷体制を構築

【林地残材の集荷フロー】

情報
提供

現地確認
集荷打合せ

集荷依頼
受入
調整



２．２ 林地未利用材集荷・搬出 実施事例①

３１

株式会社バイオマスエナジー東海（岐阜県）：林地残材の集荷状況

集荷状況（枝条）

伐採現場（皆伐）

岐阜ﾊﾞｲｵﾏｽﾊﾟﾜｰ（発電所）

集荷状況（タンコロ）

２．２ 林地未利用材集荷・搬出 実施事例②

大雪運輸株式会社 ★運送業がメインであるが、長年、林地未利用材から家畜敷料を生産

大雪運輸（株）・近隣森林組合等

自社造材箇所は、造材時に土場へ集積
他社造材箇所は、林内から土場へ集積

大雪運輸（株）

林地未利用材を
土場へ集積

土場で
チップ化

畜産農家
販
売

集荷対象物：末木、枝条、追上材等
集荷方法：フォワーダとグラップルにて土場まで集荷してチップ化。

【土場】
フォワーダにより林地未
利用材を土場まで集荷

【土場】
グラップルでトラックに
積込み ※主に追上材

【発電所】
網走ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所へ運搬
※集荷範囲約100km

【発電所】
自社チッパー機でチップ
加工し、燃料として利用

３２
チップ積込専用バケット

生産されたチップ
家畜敷料

【チップ積込専用バケット】
チップや不揃いのドンコロを
効率よく箱車に積込むために、
専用バケットを自社で開発。
※グラップルにチェーンを使
用して短時間で装着可能。



※ 林野庁補助事業：木質バイオマス利用促施設整備

＜対策のポイント＞
山村地域で、地域の関係者の連携の下、熱利用又は熱電併給により、森林資源を地域内で持続的に活用す
る取組である「地域内エコシステム」の構築を重点的に支援

３３

■未利用間伐材等活用機材整備
燃料材の搬出コストの低減に向け、事業構想に施設や事業者等が位置づけられ、「地域内エコシステム」の構築に

資する取組である場合には、１／２（通常１／３※ ）。
○補助対象：未利用間伐材等の収集・運搬の効率化に資する機材の整備
移動式チッパー機、林地残材収集運搬車等

■木質バイオマス供給施設整備
木質バイオマス燃料供給に向け、事業構想に施設や事業者等が位置づけられ、「地域内エコシステム」の構築に資
する取組である場合には、１／２（通常、民間事業者は１／３※ ）。
ただし、FITを活用する発電所への供給を主な目的とする場合には地方公共団体１／３ 、民間事業者１５％。
○補助対象：未利用木質資源をエネルギー等として活用するために必要な施設の整備
木質燃料製造施設、乾燥施設、貯木場等

■木質バイオマスエネルギー利用施設整備
熱利用及び熱電併給施設に供することを目的として、事業構想に施設や事業者等が位置づけられ、「地域内エコシ
ステム」の構築に資する取組である場合には、１／２（通常、民間事業者は１／３※ ）。
○補助対象：公共施設等において木質バイオマスを燃料として利用するために必要な施設の整備
木質資源利用ボイラー、熱利用配管、燃料貯蔵庫等

※５年以上の期間にわたり、間伐材又は林地残材１万ｍ３以上供給・利用を行う旨の安定供給・受入協定を締結する
場合は、補助率１／２となっている。

事業実施主体：地方公共団体、民間事業者等
その他：事業構想に記載された意欲と能力のある林業経営体と燃料の安定取引協定を締結する取組については、

予算配分において加点対象とする。


